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【温暖化】とは？

地球温暖化・気候変動は
人間が燃やした“炭素”が原因

“炭素”は物が燃える時に発生
 自動車（ガソリン）
 電気：火力発電（石炭、天然ガス、石油）
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温室効果

地球は、太陽から地球に降り注ぐ入射エネルギーによって暖められ、エネルギーを宇宙に
放出することで冷える。二酸化炭素、メタンなどの「温室効果ガス」によって、人間や動植物
にとって住みやすい温度に保たれている。人間の活動の拡大に伴って石油や石炭の消費
が増加し、大量の温室効果ガスが大気中に排出され、温室効果が強まって地球の温度が
上昇する現象（地球温暖化）が生じている。

出典：一部原子力・エネルギー図面集より
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地球CO2濃度

地球のCO2濃度は、産業革命以降急激に増加している。
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地球温暖化の状況

地球の表面の平均温度は、過去100年間で約0.5℃上昇したと報告されている。
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2100年の地球

5
（出所）JCCAホームページ
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気候変動に関する国際連合枠組条約
（United Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC）

198カ国が条約を批准（2022年10月現在）

1994年発効

目的：
気候系に対して危険が人為的干渉を及ぼすことのならない水準におい
て大気中の温室効果ガスの濃度を安定化する

原則：
１）共通に有しているが差異ある責任の認識
２）発展途上締約国などのニーズ・特別の状況への配慮
３）予防的対策の実施
４）持続可能な開発を促進する権利・責務
５）協力的かつ開放的な国際経済態勢の確立に向けた協力

条約の交渉会議には、最高意思決定機関である気候変動枠組条
約締約国会議（Conference of the Parties: COP）があり、
1回/年の頻度で開催している。
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国際的な取り組み
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先進各国に対して、排出削減数値目標を課す

2008～2012年（第1約束期間）

2013～2020年（第2約束期間）

日本 2005年比3.8%削減（暫定）

米国 2005年比17%削減

中国 GDP当たりCO2排出量
2005年比40～45%削減

日本 1990年比6%削減

米国 議定書を離脱

途上国 削減義務を課せられていない

条約締約国会議（COP）

京都議定書締約国会合（CMP）

気候変動枠組条約

京都議定書

カンクン合意
2013~2020年（国際レビューを実施）

パリ協定（CMA)
2020年以降
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世界のエネルギー起源CO2排出量

（2019年）

出典：環境省より
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長期目標
主要国のカーボンニュートラル目標
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Carbon Neutralityの発表のポイント（日付） 2030年目標 達成状況(2019)

英国
「英国の2050年のネットカーボン量を1990年基準年の少なくとも100%少なくす
るようにすることは、所管大臣の義務である」（2008年気候変動法（2050年目
標修正）2019年命令、2019年6月26日）

1990年比68%削減
-49.1%

（1990年比 2020年）

フランス

「国家エネルギー政策は、温室効果ガス排出を1990年から2050年にかけて1/6
未満とすることによって、2050年にカーボンニュートラルを達成することを目標
とする」（エネルギーおよび気候に関する法律（2019年1147号）、2019年11月8
日）

1990年比40%削減
-27.0%

（1990年比 2020年）

ドイツ

「ドイツ連邦共和国は、長期的目標として、2050年温室効果ガス中立（ネットゼ
ロ）を追求することを約束する」（国連気候サミットにて、2019年9月23日）
「2045年までにGHG排出は、ネットゼロが達成されるよう、削減される」（気候
保護法改正法、2021年6月24日可決）

1990年比65%削減
-41.3%

（1990年比 2020年)

EU
「欧州理事会は、2050年気候中立（温室効果ガスネットゼロ）達成の目標を確
認する」（長期戦略、2020年3月6日）
閣僚理事会が、2030年目標更新部分を除く気候法に合意（2020年10月23日）

1990年比55%削減
-34.4%

（1990年比 2020年）

米国
「バイデン計画は、米国が100%クリーンエネルギー経済を達成し、2050年より
前にネットゼロ排出に達するようにする」（バイデン政策綱領、2019年6月）

2005年比50～52%削減
-19.5%

（2005年比 2020年）

日本
「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、2050年カーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」（国会にて、2020年10月26日）

2013年比46%削減
-18.4%

（2013年比 2020年）

韓国 「2050年カーボンニュートラルを目指す」（国会にて、2020年10月28日） 2017年比24.4%削減
+2.5%

（2017年比 2018年）

中国
「2060年より前にカーボンニュートラル達成を目指す」（国連総会にて、2020年
9月22日）

CO2原単位を
2005年比65%以上削減

CO2排出量+61.0%
CO2原単位-31.0%
（2005年比 2014年）

ブラジル
「2060年に気候中立を達成する例示的長期目標」（NDC、2020年12月9日）
「以前発表した気候中立を10年前倒しにする」
（リーダーズ気候サミット、2021年4月22日）

2005年比43%削減
+22.2%

（2005年比 2016年）

インドネシア
「2060年またはそれよりも早い段階でのネットゼロ排出への急速な進捗の機
会を探る」（長期戦略、2021年7月22日）

BAU比
31.89～43.20%削減

+77.5%
(2000年比 2019年）
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日本の新たな目標値の表明

菅首相（当時）は、2030年および2050年の温
暖化対策の新たな目標を発表（2021年4月22
日）

2030年目標：2013年の排出量から46％削減

2050年目標：カーボンニュートラルを目指す

10
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出典：資源エネエネルギー庁

第6次エネルギー基本計画：
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再エネ賦課金
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出典：なっとく！再生可能エネルギーより

電気を使うすべての方にご負担いただくものです。 電気料金の一部となっています。ご負担額は電気の使用量に比例します。再エネ賦課金の単価は、全
国一律の単価になるよう調整を行います。皆様から集めた再エネ賦課金は、電気事業者が買取制度で電気を買い取るための費用に回され、最終的には
再生可能エネルギーで電気をつくっている方に届きます。再エネ賦課金の単価は、買取価格等を踏まえて年間でどのくらい再生可能エネルギーが導入さ
れるかを推測し、毎年度経済産業大臣が決めます。なお、推測値と実績値の差分については、翌々年度の再エネ賦課金単価で調整します。
買取制度によって買い取られた再生可能エネルギーの電気は、皆様に電気の一部として供給されているため、電気料金の一部として再エネ賦課金をお支
払いいただくこととしております。（なお、再エネ賦課金単価の算定の際、買取に要した費用から、電気事業者が再生可能エネルギーの電気を買い取ること
により節約できた燃料費等は差し引いております。）再生可能エネルギーの電気が普及すれば、日本のエネルギー自給率の向上に有効です。エネルギー
自給率が向上すると、化石燃料への依存度の低下につながり、燃料価格の乱高下に伴う電気料金の変動を抑えるといった観点から、すべての電気をご利
用の皆様にメリットがあるものだと考えています。
本制度へのご理解をお願い申し上げます。
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CNに向けて期待される脱炭素技術（グリーン成長戦略）

詳細はこちら⇒https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html

13

• 2020年10月に経済産業省が関係省庁と連携し策定。国として具体的な見通しや高い目標を掲げるこ
とで、カーボンニュートラルの実現に向けたイノベーションを起こし、日本の次なる成長の源泉とな
る「経済と環境の好循環」を促すことが本戦略策定の狙い。

出典：経済産業省、“2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略”2020年12月
13



IEEJ © 2023年 禁無断転載

14

なぜ【脱炭素】は難しいのか

熱を発生させることで物を動かす

生活が便利
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家庭用エネルギー消費機器の保有状況

出典：エネルギー白書２０２１より

（注） カラーテレビのうち、ブラウン管テレビは2012年度調査で終了。
出典: 内閣府 「消費動向調査(二人以上の世帯）」を基に作成
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やめられますか？

スマホ

冷蔵庫

テレビ

エアコン

照明

電車

バス

………………..
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機器選択のヒント
「統一省エネラベル」

17

星の数が多い製品ほど省エネ

出典（一財）家電製品協会、“スマートライフ おすすめBOOK ２０２１”
17
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「住」の省エネは断熱が効果的

 夏・冬ともに、開口部（窓）の断熱性能が重要。
18

18お問い合わせ: report@tky.ieej.or.jp
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